
 
 
 

予算概要等 

 
 
 
 
 
 
 
 



平成２５年度 予算案の概要 

（厚生労働省医政局） 
 
 

・平成２５年度 予 算 案         １，４４３億２千８百万円(A) 
・平成２４年度 補正予算案           ９９２億７千万円(B) 

・「１５ヶ月予算」(A)+(B)        ２，４３５億９千９百万円(C) 

・平成２４年度 当初予算         １，６２５億８千７百万円(D) 

・差 引 増 減 額 (A)-(D)           ▲１８２億５千９百万円 
・対 前 年 度 比 (A)/(D)                ８８．８％ 

・「１５ヶ月予算」差引増減(C)-(D)      ８１０億１千２百万円 

・「１５ヶ月予算」対前年比(C)/(D)            １４９．８％  
（注１）「１５ヶ月予算」は平成２５年度予算案と平成２４年度補正予算案を合わせた予算をいう。 
（注２）上記計数には、厚生労働科学研究費補助金等は含まない。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
○暮らしの安心・地域活性化 
（１）国民が安心できる医療を実現するための緊急対策 

【24年度補正予算案５３０億円 25年度予算案４７億円 合計５７７億円】 
   
・災害医療や在宅医療の推進、地域の医師確保等     【24年度補正予算案５００億円】 

・小児等の在宅医療提供体制の整備            【25年度予算案１．７億円】

   ・へき地や救急医療へのアクセスの強化等 
【24年度補正予算案３０億円 25年度予算案４５億円 合計７５億円】 

 
○復興・防災対策 
（１）医療施設の耐震化の推進等             【24年度補正予算案４０７億円】 
   
・医療施設の耐震化の推進                【24年度補正予算案４０６億円】 

・広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の機能の充実 【24年度補正予算案０．９億円】 

・災害医療体制の整備の支援            【24年度補正予算案５００億円の内数】 

      
○成長による富の創出 
（１）臨床研究中核病院等の整備 

【24年度補正予算案３３億円 25年度予算案３１億円 合計６４億円】 
    
（２）再生医療の臨床応用に向けた人材育成                  【24年度補正予算案２２億円】 
  
（３）個別化医療の推進のためのバイオバンク等研究基盤の整備  【25年度予算案２１億円】 

 

３分野に重点化して要望した主な施策 
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（１）予備費第１弾（平成２４年１０月２６日閣議決定） 

・ヒト幹細胞研究開発の安全基盤の緊急整備                             １０億円 

 
（２）予備費第２弾（平成２４年１１月３０日閣議決定） 

・iPS細胞を利用した創薬研究支援                                       ２０億円 

・災害拠点病院等の耐震化                       ３５７億円 

・被災地域における地域医療の再生支援                ３８０億円 

 

＜参考＞平成２４年度予備費を使用した施策 
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主要施策 

Ⅰ．国民が安心できる医療を実現するための提供体制の整備 

 

できる限り住み慣れた地域で、その人にとって適切な医療サービスが受けられる社

会の実現に向け、医療提供体制の整備のための取組を推進する。 

 

１ 在宅医療提供体制の整備                               １６６百万円 
 
  ・小児等の在宅医療提供体制の整備【新規】 
 

 新生児集中治療管理室（NICU）等からの退院後に在宅医療へ移行する小児等
が安心して療養を受けられるよう、都道府県が中心となって、医療・福祉関
係機関の連携の調整を行い、在宅療養を支える医療・福祉提供体制を構築す
る。 

 また、小児在宅患者の保護者が抱える在宅療養への不安感を解消するため、
患者の症状などに応じて、療養上の助言やかかりつけ医との調整等を行う相
談支援体制を整備する。 

  

２ へき地・離島や救急医療へのアクセス強化                  ４，５１７百万円 
 
 ① へき地・離島患者の輸送支援【新規】                             ３４百万円 
 

・ 無医地区などのへき地・離島住民に対する医療提供体制の確保を図るため、
無医地区などと近隣医療機関を巡回する「患者輸送車（艇）」の運行に必要
な経費について財政支援を行う。 

 

  ② ドクターヘリ運航体制の拡充                           ４，４８３百万円 
 

・ 迅速な医療の提供が必要な全ての国民に、いち早く医療の提供を可能にする
ことを目指し、ドクターヘリの運航に必要な経費について財政支援を行うと
ともに、ドクターヘリ事業従事者の研修を実施する。 
（運航経費は医療提供体制推進事業費補助金（227億円）の内数 

 

３ 地域医療支援センターの整備の拡充                    ９６０百万円 
 
・ 地域の医師不足病院における医師の確保とキャリア形成の取組みを一体的に

支援するため、都道府県が設置する「地域医療支援センター」の箇所数を拡
充（20か所→30か所）し、医師の地域偏在解消に向けた取組みを推進する。 
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Ⅱ．地域医療確保対策の推進 

 

医師の地域偏在の是正など地域医療を担う人材の確保を図るとともに、質の高い医療

サービスを実現し、国民が安心・信頼できる医療提供体制を確保する。 

 

１ 医療提供体制の在り方の検討                          ２６百万円 
 

・ 将来を見据えた医療提供体制の強化を図るため、医療機関が担う医療機能に

関する報告を踏まえた病床の機能分化・連携の推進、高度な医療の提供等を

担う特定機能病院や地域医療の確保等を図る地域医療支援病院の在り方等に

ついて検討する。 

 

２ 医療計画の評価等の支援                                ３１百万円 
 
・ 新たに策定する医療計画を都道府県が自ら評価し、必要な見直しを行えるよ

うにするための支援として、数値目標や施策の進捗状況を評価・改善するた
めの指標の検討や、医療計画の進捗状況などを公表するソフトの開発などを
行う。【新規】 

 

 

（参考）【平成24年度補正予算案】 

○災害医療や在宅医療の推進、地域の医師確保等                          ５００億円 

（地域医療再生基金の積み増し） 

震災に備えた医療提供体制の整備の支援、地域の医療機関への勤務を条件とした医学生に対す

る修学資金の貸与や、大学医学部に設置する地域医療学等の寄附講座に対する支援などの医師不

足対策の推進、介護と連携した在宅医療の体制整備の支援等を図るため、地域医療再生基金を積

み増す。 

また、事業実施期間について、「平成２５年度末までの事業」から「平成２５年度末までに開

始する事業」に拡大する。 

 

○医療提供体制を充実するための医療機器等の整備                         ３０億円 

救急医療、周産期医療等の機能を担う医療機関の体制を強化するための医療機器等の設備整備

を行う。 
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３ 

チーム医療の推進                     

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700 百万円）の内数の他、衛生関係指導者養成等委託

費151百万円 
 
① チーム医療の普及推進【一部新規】                             １５１百万円 

 
・ 多職種協働のチーム医療の取組みを全国に普及させるため、病院団体や各関

係職種の職能団体などに委託して複数の医療関係職種の合同研修を行い、職
種間の相互理解やコミュニケーション能力の向上を図る。【新規】 

 
・   医師又は歯科医師の指示の下、プロトコール（手順書）に基づき、診療の

補助のうち、実践的な理解力、思考力及び判断力を要し、かつ高度な専門的

知識及び技能をもって行う必要のある行為を行おうとする看護師の研修制

度の具体的な検討に向けて、看護業務の実施状況の検証を行う。 
 

② 看護補助者の活用【新規】                

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700 百万円）の内数  
 

・ 看護職員と看護補助者の業務分担を進め、看護補助者を活用することにより、
看護職員の負担軽減に資するとともに雇用の質の向上を図るため、都道府県
が看護管理者（看護部長、看護師長など）向けに実施する、看護補助者の活
用も含めた看護サービス管理能力の向上のための研修の実施に必要な経費に
ついて財政支援を行う。 

 

４ 
女性医師の離職防止・復職支援 

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700 百万円）の内数の他、衛生関係指導者養成等委
託費163百万円 

 
・ 出産や育児などにより離職している女性医師の復職支援のため、都道府県に

受付・相談窓口を設置し、研修受入医療機関の紹介や復職後の勤務様態に応
じた研修などを実施する。 

 
・ 子どもを持つ女性医師や看護職員などの離職防止や復職支援のため、病院内

保育所の運営に必要な経費について財政支援を行う。 

 

５ 
看護職員の確保対策の推進 

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700 百万円）の内数の他、医療関係者養成確
保対策費等補助金等 4,923 百万円 

 
・ 地域医療に従事する看護職員の養成・確保を図るため、看護師等養成所や病

院内保育所の運営、新人看護職員研修の実施などに必要な経費について財政
支援を行う。 

 
・ 看護職員の勤務環境を改善するため、都道府県が実施する就労環境改善研修

への財政支援を行う。 
 
・ 各都道府県ナースセンターに勤務する就労支援相談員をハローワークに派遣

し、就労相談や求人医療機関との調整等を行う。【新規】 
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６ 
歯科保健医療対策の推進 

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700 百万円）の内数の他、医療施設運営費等

補助金等 131百万円 
 
・ ８０２０運動について、成人の歯科疾患予防や検診の充実を行うなど、生涯

を通じた歯の健康の保持のための取組を引き続き推進する。 
また、安全で安心かつ良質な歯科保健医療を提供する観点から、歯科医療安
全等に関する情報収集等を行い、国民や歯科医療関係者へ歯科医療に関する
情報発信を行う。 

 
・ 地域の実情に応じた総合的な歯科口腔保健医療施策を進めるための体制確保、

障害者・高齢者施設などの入所者で歯科口腔保健医療サービスを受けること
が困難な方への対応やそれを担う人材の育成、医科・歯科連携の先駆的な取
組に対する安全性や効果の実証などを行う。【新規】 

 
・ 歯科医療機関が電子カルテで保有する身元確認に資する歯科診療情報の標準

化とその活用の在り方に関する検討を行うとともに、その内容をモデル事業
を通じて実証する。【新規】 

 

７ 

保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI）普及・啓発など医療分野の情報化の推進 

※ 医療施設等設備整備費補助金（674百万円）の内数の他、医療情報システム開発普及等

委託費等531百万円 
 
① 保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI）普及・啓発等事業【新規】    ６３百万円 

 
・ インターネットを介して診療情報のやり取りを行う場合のセキュリティを確

保し、医療情報連携を推進するため、保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI）
の普及・啓発及び体制整備を行う。 

 

※ HPKI（Healthcare Public Key Infrastructure）：保健医療福祉分野の国家資格（医師等）
所持情報を含んだ IC カードを用いて、システムにアクセスしようとしている利用者の認
証や電子署名付与を可能とする仕組み。例えば、電子的診療情報提供書の作成者の医師資
格の有無の検証が可能となる。 

 

② ICTを活用した地域医療ネットワークの整備【新規】                 ７５百万円 
 

・ 医療機関の主要な診療データを、標準的な形式で外部保存することにより、
連携する医療機関相互でデータの閲覧を可能とし、質の高い地域医療連携に
活用できるネットワークの基盤を整備する。 

 

③ 医療分野の情報化の推進                 

※医療施設等設備整備費補助金（674百万円）の内数の他、医療情報システム開発普及等委託費等393百万円 
 

・ ｢新たな情報通信技術戦略｣等に基づき、｢どこでもMY病院構想」や「シーム
レスな地域連携医療」の実現に向けた連携方策などの仕組みについての実証
事業や、根拠に基づく医療(EBM)の普及推進事業などの実施により、情報サ
ービスの確立を目指す｡ 
また､遠隔医療の設備整備について財政支援を行い､地域医療の充実を図る。 
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８ 専門医に関する新たな仕組みの導入に向けた支援                 ５５百万円 
 
・ 医師の質の一層の向上を図ること等を目的とする専門医に関する新たな仕組

みの導入に向けて、現在の学会認定の専門医及び専攻医の分布状況や研修状
況に関する情報のデータベースの作成を支援する。【新規】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．在宅医療の推進 

 

できる限り住み慣れた地域において必要な在宅医療・介護サービスが受けられ、
安心して自分らしい生活を実現できる社会を目指す。 

 

１ 在宅チーム医療を担う人材の育成                          １００百万円 

 
・ 今後、増加が見込まれる在宅療養者への質の高い在宅医療を提供するため、地

域で多職種がチームとして協働し、在宅療養生活を支えられる人材を育成する。 

 

２ 小児等の在宅医療提供体制の整備                         １６６百万円 
 
・  新生児集中治療管理室（NICU）等からの退院後に在宅医療へ移行する小児等

が安心して療養を受けられるよう、都道府県が中心となって、医療・福祉関係
機関の連携の調整を行い、在宅療養を支える医療・福祉提供体制を構築する。 

   また、小児在宅患者の保護者が抱える在宅療養への不安感を解消するため、
患者の症状などに応じて、療養上の助言やかかりつけ医との調整等を行う相談
支援体制を整備する。【新規】（再掲） 

 

 

 

（参考）【平成24年度補正予算案】 

○地域の医師確保等（再掲）                                    ５００億円の内数 

（地域医療再生基金の積み増し） 

地域の医療機関への勤務を条件とした医学生に対する修学資金の貸与や、大学医学部に設置す

る地域医療学等の寄附講座に対する支援などの医師不足対策の推進等を図るため、地域医療再生

基金を積み増す。 
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３ 
在宅歯科医療の推進 

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700 百万円）の内数、医療施設等設備整備費補助金

等 (674百万円)の内数の他、衛生関係指導者養成等委託費18百万円 

 
・ 生涯を通じた歯の健康の保持のための取組を推進するため、寝たきりの高齢

者や障害者などへの在宅歯科医療について、地域における医科、介護等との
連携体制の構築、人材の確保、貸出用在宅歯科医療機器の整備等について財
政支援を行う。 

 
・ 在宅療養者を介護する家族への歯科口腔保健の知識等の指導・普及を図るた

め、在宅歯科医療を実施している歯科診療所等に口腔ケアに必要な口腔内洗
浄装置などを整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．救急・周産期医療などの体制整備 

 

救急、周産期などの医療提供体制を再建し、安心して暮らすことのできる社会を実

現する。 

 

１ 

救急医療体制の充実        

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700 百万円）の内数の他、医療施設運営費等補助金

等121百万円 
 
 ① 救急医療体制の充実 

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700百万円）の内数の他、医療施設運営費等補助金等121百

万円 
 

・ 救急医療体制の充実・強化を図るため、重篤な救急患者を 24 時間体制で受
け入れる救命救急センターなどへの財政支援を行う。 

  

  ② 重篤な小児救急患者に対する医療の充実 

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700 百万円）の内数  
 

・ 超急性期にある小児の救命救急医療を担う「小児救命救急センター」の運営
への支援や、その後の急性期にある小児への集中的・専門的医療を行う小児
集中治療室の整備などに対する財政支援を行う。 

（参考）【平成24年度補正予算案】 

○在宅医療の推進（再掲）                                     ５００億円の内数 

（地域医療再生基金の積み増し） 

介護と連携した在宅医療の体制整備の支援等を図るため、地域医療再生基金を積み増す。 
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２ 

周産期医療体制の充実      

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700 百万円）の内数の他、医療施設運営費等補助金

等77百万円 
 
・ 地域で安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期

母子医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターの新生児集中
治療管理室（NICU）、母体・胎児集中治療管理室（MFICU）などへの財政支援
を行う。 

 

３ へき地保健医療対策の推進                            １，９６４百万円 
 
・ へき地・離島での医療提供体制の確保を図るため、総合的な企画・調整を行

うへき地医療支援機構の運営や、へき地診療所への代診医の派遣、無医地区
などで巡回診療を行うへき地医療拠点病院の運営などに必要な経費について
財政支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．災害医療体制の強化 

 

今後の災害への備えを図るため、災害医療体制の強化を図る。 

 

災害医療体制の強化                                      ２１０百万円 

 
・ 災害時に被災都道府県や被災都道府県内の災害拠点病院などとの連絡調整な

どを担う災害派遣医療チーム（DMAT）事務局について、首都直下型地震の発生
を想定し、事務局機能を分散させるため、西日本に拠点を設置する。 

 

 

 

 
 
 
 

（参考）【平成24年度補正予算案】 

○医療提供体制を充実するための医療機器等の整備（再掲）                       ３０億円 

救急医療、周産期医療等の機能を担う医療機関の体制を強化するための医療機器等の設備整備

を行う。 

 

（参考）【平成24年度補正予算案】 

○医療施設の耐震化の推進                           ４０６億円 
（医療施設耐震化臨時特例基金の積み増し） 

多くの民間病院が役割を担う二次救急医療機関の耐震化を推進するため、医療施設耐震化臨時

特例基金を積み増す。 
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Ⅵ．医療関連分野におけるイノベーションの一体的推進など 

 

世界に先駆けて日本発の革新的医薬品・医療機器を開発するとともに再生医療を推進
し、医療関連分野におけるイノベーションを一体的に推進する。 

 

１ 民間投資を喚起する治験環境整備                          ４，５２９百万円 

 
① 臨床研究中核病院等の整備                             ３，１０２百万円 

 
・ 日本の豊富な基礎研究の成果から革新的な医薬品・医療機器を創出するため、

新たに５か所追加選定する臨床研究中核病院について、難病・希少疾病・小
児疾患などの医師主導治験の実施とネットワーク構築に重点を置いた体制
強化を図る。 
また、既に整備している臨床研究中核病院（５か所）について、がん・再生
医療などの分野での臨床研究において中心的役割を果たせるよう運営を支
援する。 
併せて、早期・探索的臨床試験拠点（５か所）について、がん・精神神経疾
患・脳心血管系疾患などの分野での臨床研究において中心的役割を果たせる
よう運営を支援する。 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

（参考）【平成24年度補正予算案】 

○災害医療体制の整備の支援（再掲）                    ５００億円の内数 
（地域医療再生基金の積み増し） 

震災に備えた医療提供体制の整備の支援（大きな震災や津波対策のための移転の支援を含む）

等を図るため、地域医療再生基金を積み増す。 

○広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の機能の充実              ８９百万円 

災害発生時に被災地での災害派遣医療チーム（DMAT）の活動を支援するため、広域災害・救急

医療情報システム（EMIS）を改修し、携帯電話以外の可搬端末（スマートフォン、タブレット端

末）からのDMAT活動情報の入力・把握及びDMAT活動情報のモニターへの表示機能を整備する。 

（参考）【平成24年度補正予算案】 

○臨床研究中核病院等の整備                                        ３３億円 

質の高い臨床研究を推進するため、臨床研究中核病院を新たに追加選定し、必要な設備整備等

を行う。また、既に整備している臨床研究中核病院等についても、研究の進捗に伴い必要となる

設備整備等を行う。 
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② 国際水準で実施する臨床研究などの支援                    １，４２７百万円 
 

・ 新たに整備する難病・希少疾病・小児疾患などの医師主導治験の実施とネッ
トワーク構築に重点を置いた臨床研究中核病院での国際水準の臨床研究等
を支援する。 

 

２ 再生医療の推進                                    ２，２５３百万円 

 
・ 再生医療の実用化に向け、細胞情報を収集したヒト幹細胞データベースを整

備するとともに、ヒト幹細胞の保存方法等の確立、ヒト幹細胞の腫瘍化リス
ク等に対する安全性の確保、機能不全となった組織や臓器の治療方法の探索、
iPS細胞を利用した創薬等のための研究を支援する。【一部新規】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 個別化医療等の推進                                ２，３０９百万円 

 
① 個別化医療の推進のためのバイオバンク等研究基盤の整備【一部新規】  

２，１０９百万円 
 

・ 国立高度専門医療研究センター（ナショナルセンター）が有する高度専門的な

知見やネットワークを活用し、生体試料と臨床情報をバイオバンクとして整備

するとともに、企業等と共同で研究開発の推進を図り、創薬及び個別化医療（患

者一人ひとりの体質や病態にあった有効かつ副作用の少ない治療法（オーダー

メード医療）や予防法（個別化予防））の実現を目指す。 
 
② 個別化医療に資する医薬品開発の推進【新規】                    ２００百万円 

 
・ 治療薬の効果や副作用を予測し、治療薬の投与が適切な患者の選定を目的と

した検査薬の開発を推進する。特に新薬については、当該検査薬との同時開
発・同時審査を推進する。 

 

４ 先進医療評価の迅速化・効率化                                ３９百万円 
 
・ 先進医療の評価・確認手続の簡素化を図るため、一定の要件を満たす医療機

関が医療上必要性の高い抗がん剤に関する先進医療を実施する場合の安全
性・有効性について、外部機関による実施計画書の評価体制を整備する。【新規】 

（参考）【平成24年度補正予算案】 

○再生医療の臨床応用に向けた人材育成                                 ２２億円 

再生医療の臨床応用に向けて、研究者・医師がｉＰＳ細胞等の樹立・調製や人体への移植・投

与を適切に実施する技術を習得するため、細胞培養加工等トレーニングセンターを東西２ヶ所の

研究拠点に設置する。 
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５ 日本主導のグローバル臨床研究拠点の整備                   ３０１百万円 
 
・ 国際的な治験・臨床研究の実施により、日本発シーズによる革新的新薬・医

療機器の創出や、医療の質の向上のためのエビデンスの確立を図るため、日
本主導でグローバル臨床研究を企画・立案し、その実施を支援する体制を整
備する。 

 

６ 後発医薬品の使用促進                                 １４６百万円 
 
・ 患者や医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、品

質・安定供給の確保、情報提供の充実や普及啓発などによる環境整備に関す
る事業などを引き続き実施する。 

 
・ より医療現場に近いレベルで関係者の理解を図るため、都道府県が設置して

いる協議会に加え、市区町村又は保健所単位レベルで協議会を設置し、地域
住民へ働きかけを行うなど地域の実情に応じた取組を強化する。 

 
・ 医薬品市場のグローバル化が進む中、我が国の後発品メーカーの国際競争力

を高めるため、海外市場への進出やバイオ後続品開発の可能性を見据えた調
査・検討事業を行うとともに、安定供給に関する海外の事例調査を行う。【一
部新規】 

 

７ 革新的な医薬品・医療機器の創出に関する研究費の重点化   １０，８４１百万円 

 
・ 革新的な医薬品・医療機器の創出を目指し、基盤研究から治験・臨床研究に

おいて医薬品・医療機器の実用化に結びつく研究を重点的に支援する。【一部
新規】 

 

Ⅶ．各種施策 

 

１ 
国立高度専門医療研究センター及び国立病院機構における政策医療等の実施 

５４，９１０百万円 
 

・ 全国的な政策医療ネットワークを活用し、がん、循環器病等に関する高度
先駆的医療、臨床研究、教育研修、情報発信等を推進する。 

 

２ 国立ハンセン病療養所の充実                          ３２，４１６百万円 
 
・ 居住者棟の更新築整備を推進するとともに、入所者に対する医療及び生活環

境の充実を図る。 
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３ 死因究明体制の充実に向けた支援                         ２３９百万円 

 
・ 解剖や死亡時画像診断などの取組を促進し、異状死や診療関連死の死因究明

を進めるための経費を支援する。【一部新規】 

 

４ 手術手技向上のための研修体制の整備                       ５６百万円 

 
・ 医療の質と安全の向上を図るため、遺体を用いて高度な手術手技を習得させる

ための研修体制を整備するとともに、研修の効果や運営上の問題点等について
整理・検証を行う。【一部新規】 

 

５ 地域医療再生計画に係る有識者会議の開催                     ９百万円 
 
・ 各都道府県において実施している地域医療再生計画について、有識者会議を開

催し、それぞれの進捗状況や成果についてヒアリング等を行う。【新規】 

 

６ 

経済連携協定に基づく外国人看護師候補者の円滑かつ適正な受入等 

※ 医療提供体制推進事業費補助金（22,700 百万円）の内数の他、衛生関係指導者養成等委

託費154百万円  
 
・ 経済連携協定に基づく外国人看護師候補者を円滑かつ適正に受け入れるため、

看護導入研修を行うとともに、受入施設に対する巡回指導や学習環境の整備、
日本語の習得を含めた看護師国家試験の合格に向けた学習の支援を行う。ま
た、資格を取得できずに帰国した候補者の母国での再チャレンジ支援（模擬
試験の実施など）を行う。 

 

７ 諸外国の医薬品・医療機器産業情報確保対策                    ６百万円 

 
・ 諸外国における医療の実態や医薬品・医療機器産業の市場動向等を調査し、我

が国の医薬品・医療機器産業が世界市場へ進出するための振興策を検討する。
【新規】 

 

８ 必須医療機器等の安定供給体制確保対策                        ７百万円 
 
・ 大規模災害発生時等において医療の提供に支障が生じないよう、医療機器等の

安定的な供給体制の確保を図るため、医療機器業界に対しアンケート調査等を
行い、有事対応を円滑に行うための情報を整理する。【新規】 
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９ 国際医療交流に関する取組                             １０百万円 

 
・ 外国人患者の受入に資する医療機関の認証制度について、その質の向上や制度

の周知を図るため、外国人患者の受入実績を有する主な病院の状況調査や情報
発信のための経費等の支援を行う。 

 

10 「統合医療」に関する取組                                １２百万円 

 
・ 近代西洋医学と伝統医学・相補代替療法とを組み合わせた「統合医療」の有

効性や安全性に関する学術論文等の情報を収集し、それらの信頼性（エビデ
ンスレベル）の評価を行うための経費を支援する。 
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平成 25 年度 税制改正等（医政局） 
 

 

１ 社会保険診療報酬の所得計算の特例の存続  
〔所得税、法人税、個人住民税、法人住民税〕 

社会保険診療報酬の所得計算の特例について、次の措置を講ずる。 

① 適用対象者からその年の医業及び歯科医業に係る収入金額が 7，000万

円を超える者を除外する。 
(注 )上記の改正は、個人は平成 26 年分以後の所得税について適用し、法人は平成 25 年

４月１日以後に開始する事業年度について適用する。 

② 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の施

行に伴う規定の整備を行う。 
 

２ 社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置の存続           〔事業税〕 

３ 医療法人の社会保険診療以外部分に係る事業税の軽減措置の存続  〔事業税〕 

事業税における社会保険診療報酬に係る実質的非課税措置及び医療法

人に対する軽減税率については、税負担の公平性を図る観点や、地域医療

の確保を図る観点から、そのあり方について検討する。 

 

４ 医療安全に資する医療機器等の導入に係る特別償却制度の適用期限の延長 
〔所得税、法人税〕 

５ 高額な医療用機器に関する特別償却制度の適用期限の延長  〔所得税、法人税〕 

法人税における医療用機器等の特別償却制度について、対象機器等の見直し

を行った上、その適用期限を２年延長する。（所得税においても同様） 

 

６ 研究開発税制（総額型）の拡充 ＊経済産業省との共同要望 
〔所得税、法人税、法人住民税〕 

法人税における試験研究を行った場合の法人税額の特別控除制度 (研究

開発税制 )について、次の見直しを行う。（所得税においても同様） 

① 試験研究費の総額に係る税額控除制度、特別試験研究費の額に係る

税額控除制度、繰越税額控除限度超過額に係る税額控除制度、中小企

業技術基盤強化税制及び繰越中小企業者等税額控除限度超過額に係

る税額控除制度について、２年間の時限措置として、控除税額の上限を当

期の法人税額の 30%(現行 20%) に引き上げる。 

② 特別試験研究費の額に係る税額控除制度について、特別試験研究費

の範囲に一定の契約に基づき企業間で実施される共同研究に係る試験

研究費等を加える。 

 

中小企業技術基盤強化税制及び繰越中小企業者等税額控除限度超過

額に係る法人住民税の特例措置について、課税標準となる法人税額の控除

税額の上限を、２年間の時限措置として、当期の法人税額の 30%(現行 20%) 

に引き上げる。 

41



 

７ 医療に係る消費税の課税のあり方の検討 〔消費税〕 

医療に係る税制のあり方については、消費税率が 10%に引き上げられることが予

定される中、医療機関の仕入れ税額の負担及び患者等の負担に十分に配慮し、関

係者の負担の公平性、透明性を確保しつつ適切な措置を講ずることができるよう、

医療保険制度における手当のあり方の検討等と併せて、医療関係者、保険者等の

意見も踏まえ、総合的に検討し、結論を得る。 
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険
診
療
報
酬
の
所
得
計
算
の
特
例
を
存
続
さ
せ
る
。
な
お
、
そ
の
年
の
医
業
及
び
歯
科
医

業
に
係
る
収
入
金
額
が

7,
00

0万
円
を
超
え
る
者
を
適
用
対
象
か
ら
除
外
す
る
措
置
を
講
ず
る
。

 
（
注
）
上
記
の
改
正
は
、
個
人
は
平
成

26
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
法
人
は
平
成

25
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始

 
 

 
す
る
事
業
年
度
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

 
 

 

社
会
保
険
診
療
報
酬
の
所
得
計
算
の
特
例
の
存
続
（
所
得
税
、
法
人
税
、
個
人
住
民
税
、
法
人
住
民
税
）

 

概
 要

 

＜
参
考
＞
社
会
保
険
診
療
報
酬
の
所
得
計
算
の
特
例
（
現
行
制
度
）

 
 
医
業
又
は
歯
科
医
業
を
営
む
個
人
及
び
医
療
法
人
が
、
年
間
の
社
会
保
険
診
療
報
酬
が

50
00
万
円
以
下
で
あ

る
と
き
は
、
当
該
社
会
保
険
診
療
に
係
る
実
際
経
費
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
社
会
保
険
診
療
報
酬
を

4段
階
の
階

層
に
区
分
し
、
各
階
層
の
金
額
に
所
定
の
割
合
を
乗
じ
た
金
額
の
合
計
額
を
社
会
保
険
診
療
に
係
る
経
費
と
す
る

こ
と
が
で
き
る
特
別
措
置
。
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事
業
税
に
お
け
る
社
会
保
険
診
療
報
酬
に
係
る
実
質
的
非
課
税
措
置
及
び
医
療
法
人
に
対
す
る
軽

 
減
税
率
に
つ
い
て
は
、
税
負
担
の
公
平
性
を
図
る
観
点
や
、
地
域
医
療
の
確
保
を
図
る
観
点
か
ら
、

 
そ
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

 
 

社
会
保
険
診
療
報
酬
に
係
る
非
課
税
措
置
及
び
医
療
法
人
の
社
会
保
険
診
療
報
酬
以
外
部
分
に
係
る
軽
減
措
置
の
存
続

 
（
事
業
税
）

 

概
 要

 社
会
保
険
診
療
報
酬

 
社
会
保
険
診
療
報
酬
以
外

 

非
課
税

 

開
設
主
体

 
40

0万
円

 
以
下

 
40

0万
円
超

 
80

0万
円
以
下

 
80

0万
円
超

 

特
別
法
人

 
(医
療
法
人
等

) 
2.

7%
 

(約
4.

9%
) 

3.
6%

 
（
約

6.
5%

）
 

3.
6%

 
(約

6.
5%

) 

普
通
法
人

 
2.

7%
 

(約
4.

9%
) 

4.
0%

 
(約

7.
2%

) 
5.

3%
 

(約
9.

6%
) 

個
人

 
5.

0%
 

注
：
（
）
内
の
％
は
、

20
年

10
月
以
降
の
事
業
年
度
か
ら
事
業
税
と
分
離
し
て
課
税
さ
れ
る
「
地
方
法
人
特
別
税
」
（
事
業
税
率
の

81
%
）
を
合
算
し
た
税
率

 

＜
参
考
＞

 
社
会
保
険
診
療
報
酬
に
係
る
事
業
税
（
現
行
制
度
）
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高
額
な
医
療
用
機
器
等
に
関
す
る
特
別
償
却
制
度
の
適
用
期
限
の
延
長
（
所
得
税
、
法
人
税
）

  

  

①
高
額
な
医
療
用
機
器

 
②
医
療
安
全
に
資
す
る
医
療
用
機
器
等

 

 
医
療
保
健
業
を
営
む
個
人
又
は
法
人
が
、
取
得
価

格
５
０
０
万
円
以
上
の
医
療
用
機
器
（
高
度
な
医

療
の
提
供
に
資
す
る
も
の
又
は
指
定
を
受
け
て
か

ら
２
年
以
内
の
も
の
に
限
る
）
を
取
得
し
た
場
合

に
、
取
得
価
格
の
１
２
％
の
特
別
償
却
を
認
め
る

特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用
期
限
を
２
年
間

延
長
。

 
 

 
（
～
平
成
２
７
年
３
月
３
１
日
）

 
 

 
 
対
象
機
器
の
追
加
：

 
 

 
粒
子
線
治
療
装
置
、
線
形
加
速
器
シ
ス
テ
ム
、

 
 

 
放
射
線
治
療
装
置
用
シ
ン
ク
ロ
ナ
イ
ザ
、

 
 

 
補
助
人
工
心
臓
駆
動
装
置

 
等

 
  
対
象
機
器
の
除
外
：

 
 

 
核
医
学
診
断
用
据
置
型
ガ
ン
マ
カ
メ
ラ
、

 
 

 
常
電
導
磁
石
式
全
身
用

M
R装

置
、

 
 

 
全
身
用
エ
レ
ク
ロ
ト
ン
ビ
ー
ム

X線
CT
診
断
装
置

 
等

 
 

 

 
 
医
療
安
全
に
資
す
る
医
療
用
機
器
を
取
得
し
た
場

合
に
、
取
得
価
格
の
１
６
％
の
特
別
償
却
を
認
め
る

特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用
期
限
を
２
年
間
延

長
。

 
 

 
 
（
～
平
成
２
７
年
３
月
３
１
日
）

 
  
対
象
機
器
の
除
外
：

 
 

 
生
体
情
報
モ
ニ
タ
、
自
動
錠
剤
分
包
機
、
調
剤
誤
認
防
止
装
置
、

 
 

 
 
分
娩
監
視
装
置

 
  
対
象
機
器
：

 
 

 
人
工
呼
吸
器
（
警
報
機
能
付
き
）

 
 

 
シ
リ
ン
ジ
ポ
ン
プ
（
警
報
機
能
付
き
）

 

 
病
院
等
が
取
得
価
格

50
0万

円
以
上
の
高
額
な
医
療
用
機
器
又
は
医
療
安
全
に
資
す
る
医
療
用
機
器
を
取
得
し

た
場
合
の
特
別
償
却
制
度
に
つ
い
て
、
対
象
機
器
等
の
見
直
し
を
行
っ
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
２
年
延
長
す
る
。

 
 

概
 要
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研
究
開
発
税
制
（
総
額
型
）
の
拡
充
（
所
得
税
、
法
人
税
、
法
人
住
民
税
）

 
    
試
験
研
究
を
行
っ
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
制
度
（
研
究
開
発
税
制
）
に
つ
い
て
、
次
の
見
直
し
を
行
う
（
所
得
税
に
つ
い
て
も
同
様

 
と
す
る
。
）
。

 
①

 
試
験
研
究
費
の
総
額
に
係
る
税
額
控
除
制
度
、
特
別
試
験
研
究
費
の
額
に
係
る
税
額
控
除
制
度
、
繰
越
税
額
控
除
限
度
超
過
額
に
係
る
税
額

 
 
控
除
制
度
、
中
小
企
業
技
術
基
盤
強
化
税
制
及
び
繰
越
中
小
企
業
者
等
税
額
控
除
限
度
超
過
額
に
係
る
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
２
年
間
の

 
 
時
限
措
置
と
し
て
、
控
除
税
額
の
上
限
を
当
期
の
法
人
税
額
の
３
０
％
（
現
行
２
０
％
）
に
引
き
上
げ
る
。

 
②

 
特
別
試
験
研
究
費
の
額
に
係
る
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
特
別
試
験
研
究
費
の
範
囲
に
一
定
の
契
約
に
基
づ
き
企
業
間
で
実
施
さ
れ
る
共

 
 
同
研
究
に
係
る
試
験
研
究
費
等
を
加
え
る

。
 

 
  
中
小
企
業
技
術
基
盤
強
化
税
制
及
び
繰
越
中
小
企
業
者
等
税
額
控
除
限
度
超
過
額
に
係
る
法
人
住
民
税
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、

 
課
税
標
準
と
な
る
法
人
税
額
の
控
除
税
額
の
上
限
を
、
２
年
間
の
時
限
措
置
と
し
て
、
当
期
の
法
人
税
額
の
３
０
％
（
現
行
２
０
％
）

 
に
引
き
上
げ
る
。

 
  

【
増
加
型
】
ま
た
は
【
高
水
準
型
】

 
控
除
上
限
額
引
上
げ

 
（
２
年
間
の
措
置
）

 

   
特
別
試
験
研
究

費
×
１
２
％

 

法
人
税
額

 
の
３
０
％

 

法
人
税
額

 
の
２
０
％

 

法
人
税
額

 
の
４
０
％

 

現
行
制
度

 
改
正
案

 
改
正
概
要

 

 
 
試
験
研
究
費

 
×

 ８
 ～

 １
０
％

 
※
１

 
 

特
別
試
験
研
究
費

×
１
２
％

 
※
３

 

（
※
１
）
８
％
＋
試
験
研
究
費

/売
上
高

×
０

.２
 

 
 

 
 
（
※
２
）
控
除
上
限
額
を
超
過
し
た
場
合
、
超
過
部
分
に
つ
い
て
は
、
翌
年
度
ま
で
繰
越
し
可
能

 
（
※
３
）
中
小
企
業
及
び
産
学
連
携
等
に
関
す
る
研
究
開
発

 

【
総
額
型
】

 
 

 
試
験
研
究
費

 
×

 ８
 ～

 １
０
％

 
 

【
総
額
型
】

 

企 業 間 で の 共 同 研 究 等 

（ 範 囲 拡 大 ） 

【
控
除
上
限
】

 

※
２

 

【
増
加
型
】
ま
た
は
【
高
水
準
型
】

 

概
 要
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社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正
す

 

 
 る
等
の
法
律
（
平
成

24
年
法
律
第

68
号
）

 
  
第
７
条
第
１
号
ト

 
 

 
医
療
機
関
等
に
お
け
る
高
額
の
投
資
に
係
る
消
費
税
の
負
担
に
関
し
、
新
た
に
一
定
の
基
準
に
該
当
す
る
も

 
 
の
に
対
し
区
分
し
て
措
置
を
講
ず
る
こ
と
を
検
討
し
、
医
療
機
関
等
の
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
に
つ
い
て
は
、

 
 
診
療
報
酬
等
の
医
療
保
険
制
度
に
お
い
て
手
当
を
す
る
こ
と
と
し
、
医
療
機
関
等
の
消
費
税
の
負
担
に
つ
い
て
、

 
 
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
定
期
的
に
検
証
を
行
う
場
を
設
け
る
こ
と
と
す
る
と
と
も
に
、
医
療
に
係
る
消
費
税
の

 
 
課
税
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
検
討
す
る
。

 

 
 

 
 
医
療
に
係
る
税
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、
消
費
税
率
が

10
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
が

 
 
予
定
さ
れ
る
中
、
医
療
機
関
の
仕
入
れ
税
額
の
負
担
及
び
患
者
等
の
負
担
に
十
分
に
配
慮
し
、

 
 
関
係
者
の
負
担
の
公
平
性
、
透
明
性
を
確
保
し
つ
つ
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
よ

 
 
う
、
医
療
保
険
制
度
に
お
け
る
手
当
の
在
り
方
の
検
討
等
と
併
せ
て
、
医
療
関
係
者
、
保
険
者

 
 
等
の
意
見
も
踏
ま
え
、
総
合
的
に
検
討
し
、
結
論
を
得
る
。

 
 概

 要
 

 
医
療
に
係
る
消
費
税
の
課
税
の
あ
り
方
の
検
討
（
消
費
税
）
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